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私立幼稚園の振興策             ２７．１０．１５ 政策 坪井 
１．私学助成と施設型給付の関係 
 ① 私学助成は政策的経費、施設型給付は義務的経費 
 
 ② 平成２７年度予算では、同年度に新制度に移行する幼稚園の園児数分（約２割弱）等

を踏まえた割合の私学助成の経常費補助と就園奨励費補助が、内閣府に移管され、１

号子どもの施設型給付の給付財源となっている。私学助成の経常費補助や就園奨励費

が増額されれば、新制度の施設型給付も増額となるという関係になる。 
 

 ③ 消費税増税分（５％から８％へ）の内、平成２７年度は約 5000 億円が新制度に投入

されている。消費税 10％が満年度化すると 7000 億円の財源となる 
 

 ④ 平成 27 年度の約 5000 億円億円は、施設型給付費、保育所の委託費、地域型保育給

付などすべての事業を含めたものに充当される。 
施設型給付の幼稚園や認定こども園に対しては、1 号子どもの質改善として、 
・3 歳児の職員配置の改善、 ・満 3 歳児の職員配置 ・副園長・教頭配置 
・チーム保育・教職員の経験年数に応じた処遇改善 などの加算に充てられている。 

教育・保育のさらなる質の向上には１兆円超の財源が必要である。 
 

 ⑤ 新制度に移行しなかった幼稚園の園児数分（約８割）を踏まえた割合は、従来通り文

部科学省に残され、平成 27 年度の経常費補助や就園奨励費として支出される見込み。

（経常費補助は対前年比 1％増）、就園奨励費はここ２年間で約 1.5 倍以上増額され

ている。） 
 
 ⑥ 私学助成の幼稚園は、従来通り、経常費補助の増加分や保育料の引き上げ分を原資と

して教職員の待遇改善を含め幼児教育環境の整備を行うこととなる。（私学経営者の

経営力によるところ、大） 
 
２．幼児教育振興法に期待する点 
    振興法は、日本中の全ての幼児に質の高い幼児教育を提供すること、幼児教育のス

テイタスの向上、幼児教育の質の向上、国・自治体・事業者の責務などを定め、それ

らの環境整備を実現するための財政措置の確保などを謳うものとなる見込です。 
    また、新制度でも不十分ではあるが、私学助成園ではさらに弱いとみられる点に光

を与え、私学助成園を含めた全ての幼児教育振興の役割が、この幼児教育振興法に期

待される。 
① 教職員の地位向上、長期雇用による資質向上、キャリアアップの支援（処遇改善加

算・賃金改善加算）、②小規模園への財政支援、③老朽園舎の改築への支援（減価

償却費加算）、④公定価格の内の利用者負担額の軽減（市町村の単独補助による）、

⑤幼保公私の格差解消が一定程度実現された市町村が出てきた、⑥家庭や地域の教

育力の重要性に視点が当てられつつある、⑦保育を必要とせず、家庭で保護者が育

てているいわゆる 4 号子どもへの支援の機運が見られるなど。 
※④⑤は市町村対応が重要＜市町村間の格差が著しく出てくる＞ 



認
定
こ
ど
も
園
 
「
市
区
町
村
で
の
課
題
と
対
策
」
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

 

 １
．

都
道

府
県

・
市

区
町

村
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
類

型
欄

は
、

番
号

を
選

ん
で

○
で

囲
ん

で
く

だ
さ

い
。

 
都
道
府
県

 
市

区
町

村
 

現
在

の
類

型
 

28
年

度
 

移
行

予
定

の
類

型
 

29
年

度
以

降
 

移
行

予
定

の
類

型
 

    

 
1 ．

私
学

助
成

の
幼

稚
園

 
2 ．

施
設

型
給

付
の

幼
稚

園
 

3 ．
幼

稚
園

型
認

定
こ

ど
も

園
 

4 ．
幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

 

1 ．
私

学
助

成
の

幼
稚

園
 

2 ．
施

設
型

給
付

の
幼

稚
園

 
3 ．

幼
稚

園
型

認
定

こ
ど

も
園

 
4 ．

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
 

1 ．
私

学
助

成
の

幼
稚

園
 

2 ．
施
設
型
給
付
の
幼
稚
園

 
3 ．

幼
稚
園
型
認
定
こ
ど
も
園

 
4 ．

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

 
  ２
．
ご
地
元
の
市
区
町
村
の
現
状
を
思
い
浮
か
べ
な
が
ら
、「

現
状

」
欄

の
「

○
 

△
 

▲
」
の

中
で

、
該

当
す

る
も

の
を

〇
で

囲
ん

で
下

さ
い

。
 

３
．

そ
の

他
の

課
題

項
目

の
あ

る
方

、
自

園
と

し
て

の
課

題
の

あ
る

方
は

、
最

後
の

空
欄

部
分

に
ご

記
入

下
さ

い
。

 
№

 
項

 
目

 
現

 
状

 
対

 
策

 
1．

 
1
号

認
定

の
利

用
者

負
担

軽
減

 
（

最
高
額

階
層

と
の

比
較

）
 

○
軽

減
さ

れ
た

。
特

定
負

担
額
分

＋
給
食

費

分
＋

一
時

預
か

り
料

金
分

を
全

て
足

し

て
も

値
上

げ
に

な
ら

な
い

 
△

ま
あ
ま

あ
軽

減
さ

れ
た

。
特
定

負
担
額

分

＋
給

食
費

分
を

足
し

て
も

値
上

げ
に

な

ら
な

い
 

▲
国

基
準

の
ま

ま
or

特
定
負
担

額
分
＋

給

食
費

分
を

転
化

し
た

ら
実

質
値
上

げ
 

１
号

と
２

・
３

号
の

利
用

者
負

担
に

お
け

る
市

町
村

負
担

率
の
平

等
化

を
求

め
て

い
く

。
当

面
、
私

学
助

成
で

残
る
園

の
理

解
を

い
た

だ
く

こ
と
も

大
切

。

せ
め

て
、

特
定

負
担

額
分

＋
給

食
費

分
を

徴
収

し
て

も
以

前
よ
り

値
上

げ
に

な
ら

な
い

レ
ベ

ル
は

必
要

。
新

制
度

の
園

と
私

学
助

成
の

園
の
保

護
者

負
担

の
バ

ラ
ン

ス
を

取
り

、
就

園
奨

励
費
を

上
乗

せ
で

き
た

自
治

体
あ
り

。
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2．
 

公
立

幼
稚

園
（

1
号
）
と

の
保

護
者

負
担

格
差

 
○

新
制
度

施
行

と
同

時
に

同
額

に
。

 
△

激
変

緩
和

措
置

を
経

て
数

年
以

内
に

は

同
額

に
な

る
予

定
。

 
▲

格
差
解

消
の

目
途

立
た

ず
。

 

新
制

度
の

趣
旨

に
鑑

み
、

自
治

体
に

は
、

新
制

度
の

趣
旨

と
、
公

平
性

を
考

え
て

、
住

民
の

納
得

で
き

る
合

理
的
な

説
明

を
求

め
て

い
く

。
 

3．
 

２
・

３
号

利
用

調
整

 
○

利
用
調

整
は

し
な

い
 

△
２
・
３

号
も

園
を

通
じ

て
手
続

き
で
き

る
 

▲
市

町
村

の
受

け
入

れ
要

請
の

み
で
調

整
 

待
機

児
童

が
ほ

と
ん

ど
な

い
場

合
は

、
全

て
園

を
通

じ
て

手
続
き

す
る

こ
と

で
、
新

規
入

園
す

る
兄

弟
児

を
持

つ
保
護

者
に

少
し

で
も

安
心

を
与
え

た
い

。

ま
た

、
1
号
・

2
号

間
の

利
用
定

員
の
有

効
利

用
も

図
り

や
す
く

な
る

。
 

4．
 

長
期

休
暇
・
土

曜
日

の
弾

力
的

運
用

 
○

幼
保
連

携
型

で
あ

っ
て

も
長

期
休
暇
・
土

曜
日

の
弾

力
的

運
用

を
認

め
る

 
△

幼
稚
園

型
に

は
認

め
る

 
▲

認
定
こ

ど
も

園
は

全
て

保
育

所
と
同

じ
 

認
定

こ
ど

も
園

は
、

委
託

で
は

な
く
、

直
接

契
約

で
あ

る
こ

と
を
訴

え
る

。
 

5．
 

特
定

負
担

額
（

上
乗

せ
徴

収
）

 
○

徴
収
可

 
△

入
園
料

（
施

設
整

備
費

）
以

外
は
可

 
▲

全
て
不

可
 

私
学

の
歴

史
を

踏
ま

え
、

ど
ん

な
時

代
が

来
て

も
対

応
し

て
い
く

た
め

の
自

主
財

源
の

大
切

さ
を

理
解

し
て

い
た
だ

く
。

 

6．
 

2
号
・
３

号
児

童
の

入
所

時
期

に
つ

い
て

 
○

１
号

と
お

な
じ

時
期

に
決

定
（

10
月

or
11

月
）

 
△

入
園
希

望
者

は
10

月
or

11
月
に
全

て
1

号
で

の
申

請
。
そ
の

後
希

望
者
は

２
号
で

再
申

請
で

き
、

早
め

に
入

園
確
定

。
 

▲
2
号
・
３
号

児
童

の
入

所
決
定

時
期
が

遅

く
、
ク
ラ

ス
編

成
や

制
服
・
教
材

の
準
備

等
に

支
障

が
あ

る
。

 
 

私
立

幼
稚

園
か

ら
移

行
し

た
認

定
こ

ど
も

園
の

文
化

を
理

解
し

て
い

た
だ

き
、

入
所

決
定

時
期

を
早

め
て

い
た
だ

く
。
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7．
 

幼
稚

園
型

の
認

定
・
幼
保

連
携

型
の

認
可

 
○

幼
稚
園

型
も

認
め

る
 

△
幼

保
連

携
型

し
か

認
め

な
い

 
▲

い
ず
れ

も
認

め
な

い
 

類
型

が
多

い
ほ

ど
、

選
択

肢
が

増
え

、
そ

の
ま

ち
の

幼
児

教
育
が

豊
か

で
あ

る
証

明
と

な
る

。
 

8．
 

新
制

度
開

始
の

タ
イ

ミ
ン

グ

で
の

担
当

者
の

異
動

 
○

全
く
異

動
し

な
か

っ
た

 
△

異
動

は
あ

っ
た

が
引

継
ぎ

が
し

っ
か

り

な
さ

れ
て

い
る

。
 

▲
異

動
で

新
し

く
来

た
担

当
者

が
一

か
ら

勉
強

を
始

め
て

い
る

。
 

全
日

私
幼

連
の

全
国

ア
ン

ケ
ー

ト
で

も
「

情
報

の
な

い
中

で
市
町

村
の

担
当

職
員

は
よ

く
や

っ
て

い
る

」
と

の
声
も

多
数

あ
り

。
 

9．
 

施
設

型
給

付
費

の
支

給
遅

れ
 

○
概

算
で

４
月

か
ら

支
給

 
△

加
算
部

分
は

後
で

支
給

 
▲

４
・
５

月
は

支
給

が
な

か
っ

た
 

国
か

ら
市

町
村

向
け

通
達

あ
り

。
 

10
．
 

一
時

預
か

り
事

業
（

幼
稚

園

型
）

 
○

必
要

職
員

数
１

名
な

ら
非

常
勤

１
名

で

よ
い

 
▲

必
要
職

員
数

１
名

で
も

常
勤

１
名
・
非
常

勤
１

名
を

求
め

る
 

※
こ

の
項

目
に

△
は

な
い

 

求
人

難
の

折
り

、
必

要
職

員
数

２
名

以
上

で
あ

っ
て

も
、

保
育
認

定
こ

ど
も

担
当

職
員

と
の

兼
務

を
可

能
と

す
る
こ

と
や

、「
子

育
て

支
援

員
」
の

配
置

の

割
合

の
引

き
上

げ
等

、
職

員
の

要
件
を

緩
和

し
て

ほ
し

い
。

 
国

の
回
答

待
ち

。
自

治
体

は
「

子
育
て

支
援

員
」

の
研

修
を

早
急
に

。
 

11
．

 
新

制
度
施

行
後

、
市

町
村

か
ら

の
説

明
 

○
市

町
村

担
当

部
局

か
ら

そ
の

都
度

説
明

会
が

開
か

れ
て

い
る

。
 

△
説

明
会

は
な

い
が

、
個

別
の
相

談
に
は

親

身
に

な
っ

て
応

じ
て

く
れ

て
い
る

。
 

▲
説

明
・

相
談

対
応

が
全

く
な

く
な
っ

た
。
 

  

国
・

都
道

府
県

に
要

望
必

要
。
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12
．
 

施
設

整
備

費
 

※
最

右
欄

参
照

の
こ

と
 

 

○
幼

稚
園

型
認

定
こ

ど
も

園
に

対
し

 
1
号

を
Ａ
．
 

2・
3
号
を

Ｃ
．
で
整

備
。 

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
に
対

し
 

1
号
を

A．
 

2・
3
号

を
D
．
で
整

備
。 

△
市

町
村

の
「
出

し
分
」
の
な
い

制
度
（

B
） 

を
一

部
使

っ
て

整
備

 
▲

市
町
村

の
「
出

し
分
」
の
な
い

制
度
（

B
） 

し
か

使
わ

な
い

で
整
備

or
整
備

な
し

 

1
号

部
分

～
認

定
こ

ど
も

園
施

設
整
備

交
付

金
 

Ａ
．

幼
稚

園
型

・
幼

保
連

携
型

（
認
定

こ
ど

も
園

整
備

 
 国

1/
2、

市
町
村

1/
４

補
助

）
 

Ｂ
．
（
幼

稚
園

耐
震

化
整

備
 
国

1/
2
補

助
）

 
2 ・

3
号

部
分

～
保

育
所

等
整
備

交
付
金

 
Ｃ

．
幼

稚
園

型
（

認
定

こ
ど

も
園

整
備
事

業
  

 国
1/

2、
市
町
村

1/
４

補
助

） 
Ｄ

．
幼
保

連
携

型
（
保

育
所

緊
急

整
備
事

業
  

 国
1/

2、
市
町
村

1/
４

補
助

） 

13
．
 

    

利
用

定
員

 
○

定
員
と

施
設
・
職

員
配

置
基
準

の
範
囲

内

で
、
年
度

ご
と

の
受

け
入

れ
状
況

に
よ
り

１
号
・

2
号
・

3
号

と
も

自
由
に

設
定
可

 
△

定
員
と

施
設
・
職

員
配

置
基
準

の
範
囲

内

で
、
年
度

ご
と

の
受

け
入

れ
状
況

に
よ
り

１
号

・
2
号
の

み
自

由
に

設
定
可
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テーマ　　「地方における市町村．県．国への

政策委員　　平栗光弘　（福島）

　平成２７年４月からスタートした、子ども・子育て支援法が施行され、全国の私立幼稚園・既存型認定

こども園が新制度へ移行することとなりました。しかしこの制度はいくつかの大きな問題点を残したまま

のスタートとなり、地方行政機関や利用者への浸透が行き届かず利用者負担が決まっていなかったり

また、大規模園と小規模園との傾斜配分に問題を抱えたまま運営を余儀なくされました。

　平成２８年度、２９年度には新制度への移行が進むと思われるため、新制度を検証しながら「安定した

経営基盤の確立」「処遇改善に向けた取り組み」「幼児教育の質の向上」のため、市町村・議会対策が

必須となります。また、私立幼稚園の存続に向けて「幼児教育振興法」の制定、並びに「幼児教育の無

償化」の拡充など幼児教育を取り巻く環境の変化に、各都道府県の設置者・園長・PTAが一体となって

国・県・市町村に働きかけができるように取り組んでいくことが重要です。

福島県の市町村

振興策の事例と現状について考える」
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１、福島県私立幼稚園連合会各方部の組織

　県北方部（３０園」） 福島市 二本松市 　伊達市 本宮市

認定こども園移行状況 （幼保連携　2園　・幼稚園型　４園　・施設型　１園　・幼稚園　２１園）

　県中方部（３３園」） 郡山市

認定こども園移行状況 （幼保連携　０園　・幼稚園型　０園　・施設型　０園　・幼稚園　３３園）

　県南方部（１７園」） 須賀川市 　白河市 　田村市 　鏡石町 　三春町 　石川町

矢吹町 　西郷村

認定こども園移行状況 （幼保連携　８園　・幼稚園型　０園　・施設型　０園　・幼稚園　５園）

　会津方部（１９園」） 会津若松市 喜多方市 　　会津美里町 南会津町

認定こども園移行状況 （幼保連携　３園　・幼稚園型　６園　・施設型　４園　・幼稚園　６園）

　いわき方部（３７園」） いわき市

認定こども園移行状況 （幼保連携　2園　・幼稚園型　１園　・施設型　２園　・幼稚園　３２園）

　相双方部（　９園」） 南相馬市 　相馬市 　富岡町 　浪江町

認定こども園移行状況 （幼保連携　０園　・幼稚園型　０園　・施設型　１園　・幼稚園　８園）

２、平成２６年度県連合会主な振興対策等の実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 B．　幼児教育無償化に向けての懇談会（県選出国会議員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 B．　県運営費補助金の増額要望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 C．　請願書県議会への提出

　　　　「心身障がい児補助」「子育て支援推進事業」助成充実

　　　　「私立幼稚園に対する運営費補助の増額」【採択】

D．　県会議員との懇談会

　　私立幼稚園に対する運営費等補助金の増額及び「心身障がい児教育」「子育て支援推進事業」

　　の助成充実並びに「被災私立学校復興支援事業補助金」の継続について

　　　　１、教育環境の向上のための運営補助金の増額を

　　　　　　幼稚園は、子どもたちの「育ち」にとって重要な幼児教育を実施してきました。それは、学校として

　　　　　教育基本法の枠の中で、人格形成において、重要な時期に教育を受けることによって形成される　　

　　　　　健全な成長の礎となっています。また、それぞれ建学の精神を基本理念とする私学は、時代の変

　　　　　化や文化に対応した幅広い教育を実施してきました。しかしながら保育料の公私間格差は大きな

　　　　　ものとなっているのが現状です。

　　　　　思いに十分に答えることができる環境を維持発展させるために、運営費等補助金の増額を要望

　　第40回　福島県私学振興大会要望事項

　　①　中央要望　　　　　　　　　　　A．　被災私立学校等教育環境整備支援臨時特例交付金の継続

　　②　県への要望　　　　　　　　　 A．　県予算編成に対する要望聴取（県知事）

　  ③　市町村への要望　　　　　　 A．　幼稚園等に関する市町村実態調査

　　　　　　現在の私立幼稚園の水準を維持し、特に原発事故後高まっている保護者の「安全．安心を願う
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　　　　　いたします。

　　　　２、心身障がい児教育補助金の助成充実を

　　　　　　近年多くの幼稚園に特別な教育支援と配慮を必要とする園児が在籍しています。その割合は年　

　　　　　々増加し、各園では専門職員の配置や担任の加配によって、支援を要する子どもたちに対応して

　　　　　います。しかし、現在の制度においては明確に「診断書」「手帳」がなければ補助金の対象になりま

　　　　　せん。幼稚園児の年齢は保護者が変化に気付き始める時期です。

　　　　　3歳入園後に気付き始め、4歳になって診断を受ける決意を持ち、診断が出るのが5歳という事例

　　　　　が多くあります。その間、園においては子どもに対して十分な対応が困難な環境にありますが、精

　　　　　一杯の対応をしています。この現状を踏まえて、子どもや保護者に十分な対応ができるよう「心身

　　　　　障がい児教育費補助金」の拡充をお願いいたします。

　　　　３、子育て支援推進事業補助金の助成充実を

　　　　　　県内の幼稚園児の約70％は私立幼稚園に通っています。これは、私立幼稚園の持つ幼児教育

　　　　　への取り組みが多くの保護者の方々の支持を受けている結果だと思います。しかし、就労を希望

　　　　　する保護者も増えてきたため、県内ほぼすべての幼稚園で「預かり保育」を実施しています。

　　　　　　幼児教育の充実のため、担任教師とは別に預かり保育のための職員を雇用している園も多くあ

　　　　　ります。さらに、未就園児のための親子教室を実施して、子育て支援の充実を図っています。

　　　　　　従来の標準時間とは別の子育て支援のための様々な取り組み強化のため、「子育て支援推進

　　　　　事業補助金」の充実を求めます。

　　　　４、「被災者私立学校復興支援事業補助金」の継続を

　　　　　　東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故により、園舎・設備の被害を受けた幼

　　　　　稚園がたくさんありました。地震の被害ばかりでなく、放射能に対する子どもや保護者への「安心

　　　　　・安全」の確保のため、除染や放射能検査という従来行っていなかった対策の必要があります。

　　　　　自主避難した子どもや保護者は徐々にに戻りつつありますが、まだまだ震災前の状況に回復する

　　　　　には多くの時間を要します。今年度を期限として実施されるこの補助事業は、この4年間、全ての

　　　　　園を支えてくれました。けれども、原発の状況は大きな進展は見られず、廃炉の目途も立っていま

　　　　　せん。この状況下において、福島の幼稚園が抱える課題は多くあります。

　　　　　本当の意味での復興のため、この補助金の継続を要望します。

３、各方部における振興対策事例

　　　　伊達市においては、私立幼稚園２園、学校法人立認定こども園２園の状況の中、私立幼稚がそろっ

　　　って施設給付を選択することによって、保育料を公私同額の5,700円と設定されるなど、1号認定の子

　　　を持つ保護者はどの幼稚園・こども園に入園させても保育料は同額となりました。

　　　　幼児教育の充実と、保護者負担軽減を新制度に合わせて進めることができたことは、大きな成果と

　　　捉えています。

　　◆　県北方部
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　　　　これは他市の振興対策においても、実例として参考にしていただけると考えています。

　　　　毎年11月にいわき市私立幼稚園協会PTA連合会では「PTA大会」を開催し、振興活動を行っていま

　　　す。この大会は協会加盟の37園のPTA役員と保護者の代表が一堂に会し、市長・市議・県議・国会議

　　　員を招いて、私立幼稚園PTA連合会の要望議案の説明及び採択を行い、市当局に対し陳情すること

　　　が恒例事業になっています。また大会終了後、市長、教育長、市議会議長を訪問しPTA役員より要望

　　　書を手渡すことで幼稚園協会とPTAの連携がより効果的と考え例年実施しています。

　　　手渡すことで幼稚園協会とPTAの連携がより効果的と考え例年実施しています。

　　◎　また、いわき市からの私立幼稚園への私学助成については、普段から格別のご配慮を頂いており

　　　ますが、いわき市の復旧復興を担う将来の人材作りのための助成の充実と拡充、いわき市の

　　　さらなる発展につながると確信して、以下の要望をいたします。

　　　　　１、私立幼稚園に通う園児の保護者への教育費負担の軽減

　　　　　２、放射能による園児減への継続的な支援

　　　　　３、子ども子育て支援新制度の丁寧な説明と公私．幼保格差の無い制度

　　　　　４、新制度に移行しない私立幼稚園への私学助成の充実

　　　　　５、私立幼稚園教諭の待遇改善のための助成

　　◎　新制度への市の対応

　　　　１．市から私立幼稚園向けの説明会がH２６．８月にあり、各園の新制度に対する意向調査が8月末

　　　　　　締切で実施された。

　　　　２．10月に、小規模保育の実施に向けた説明会が施設（幼稚園・保育所・無認可保育所）ごとにあ

　　　　　　り、申請の手続き等が示された。

　　◎　子ども・子育て会議について　

　　　　・　26年度は、「いわき市社会福祉審議会児童福祉専門部会（子ども・子育て会議）として、8回開か

　　　　　　かれ、急ピッチで「いわき市子ども・子育て支援事業計画（いわき市子ども未来プラン）」作成され

　　　　　　ました。その間、「量の見込み」のなかで私立幼稚園が預かっている未就園児（3歳未満児）の数

　　　　　　がかなりの数ということがわかって、確保方策の計画の練り直しがありました。

　　　△上記の会議における幼稚園の要望事項

　　　　　1．すべての子どものための制度であるので、いわゆる4号の未就園児にも支援を明確にすること

　　　　　２．公私間の保育料の差をなくすこと

　　　　平成２７年度から、各幼稚園の判断で新制度に移行するようになっていますが、会津方部では少子

　　　化が進み、、定員を大きく下回る園が認定こども園にかじを切る傾向が見られた。

　　　これまでは関わりが薄かった市当局が監査．補助金等の支給事務を行うことになるので、今まで通り

　　　運営費補助が維持されるのか、また、この制度をわかりやすく市民に周知することもなっかため、不安

　　　を抱えています。

　　◆　いわき方部

　　◆　会津方部
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　　　　新制度においても、保護者が建学の精神に基づいた質の高い教育を選択できるよう「子ども子育て

　　　会議」で充分に議論され、幼児教育の振興がはかられるよう下記の要望をいたします。

　　　　１、幼稚園運営費補助等及び就園奨励費補助の継続をお願いいたします。

　　　　　私学助成のまま残る園に対して、運営費補助や就園奨励費を充実し継続を要望します。

　　　　２、１日４時間の教育を必要とする１号認定のこどもの保育料負担を2号・３号の子どもの保育

　　 　　料負担と同程度減免する措置をお願いいたします。

　　　　３、利用手続きの簡素化のために、1号、2号、3号全ての認定区分の子どもについて施設を

　　　　　通して利用手続きが行えるようお願いいたします。

　　　　 　2号．3号認定区分については、市の需要調整となり希望する幼稚園に入れるかどうかわからない

　　　　　 仕組みとなっており改善をお願いいたします。

　　　　４、1号認定区分については、公立と同様に保育料の緩和策として補助をお願いいたします。

     会津若松市の人口統計 人口総数　　1２1,389人

２２年度 1,028人 23年度 993人 私立幼 ２２年度 1,778人 23年度 1,727人

２４年度 971人 25年度 947人 園児数 ２４年度 1,801人 25年度 1,792人

　　◆　県中方部（郡山市）

　　　　◎人口の推計値

年号 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H3１

人口 334.783 327.445 324.284 323.26 322.282 321.294 320.119 318.243 316694

１万人減 2万人減

　　　　◎子どもの人口見込

年号 H27 H28 H29 H30 H31

0～5歳 15,639 15,547 15,500 15,415 15,113 発電所事故後に大幅に減少した。

小1～小６ 16,590 16,240 15,911 15,568 15,415 出生率も全国平均ではゆるやかに」上昇

計 32,229 31,787 31,411 30,983 30,528

約1千人減

　郡山市の取り組み状況

　　　　　平成26年度の主な活動は、前復興大臣・前総務大臣が視察のため来県された際、幼稚園協会と

　　　　懇談の時間を取っていただきました。

　　　　　その際、福島第一原子力発電所事故のため、被曝を恐れた妊婦や子どもを持つ親が自主避難や

　　　　県外移転を余儀なくされ,休退園者が続出し郡山市内の幼稚園では1クラス2クラスと減少していく

　　　　毎日でした。このように園児減少による運営費収入減になっている窮状を訴え、併せて放射能に

　　　　汚染された屋外遊具の更改と避難準備区域内の再開できない幼稚園の支援のため、「被災私立

　　　　学校復興支援補助事業」の継続をお願いいたしました。

　　　　　また、郡山市対策として市議会議長・文教福祉常任委員長との懇談を持ち、子ども子育て支援新　　

出生数

人口の減少は東京電力福島第一原子力

にあるが、本県．郡山市は下降傾向にある。

5

53



　　　　制度概要説明や制度の問題点並びに幼稚園協会としての今後の意向を説明をしました。

　　　　　１１月には、郡山市私立幼稚園の要望書を作成し、郡山市長．子ども部長．市議会議長．教育長

　　　　を訪問し、下記の１０項目の要望書の説明と幼児教育の在り方について、市議会や市当局で検討

　　　　いただくようお願いしてきました。

　　　１、子ども子育て支援新制度について

　　　　　① 　子ども子育て支援法第３条では、子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子ど

もの保護者が幼稚園を選択できるようにするよう定められております。

　つきましては、３３の幼稚園がそれぞれ独自の教育目標を掲げ特色ある園の運営を行ってお

りますので、新制度に移行してもこのことにご配慮下さるようお願いします。

　　　　　② 　新制度における施設型給付対象幼稚園の保育料や一時預かり事業の利用者負担は、市町

村が利用額を設定することになっています。設定に当たっては保護者にとって過度な負担

とならないようご配慮下さい。

　　　２、東京電力福島第一発電所の水素爆発による放射線への対応について

　　　　　① 除染について

　市内各地域の除染も着々進行中であり、環境放射線量も低減傾向にあります。しかしながら

いまだ放射能の不安を持つ保護者が多いことも事実です。今後とも、幼稚園の除染については

推移を見ながら特段のご配慮を賜ります様お願いします。

　　　　　② 遊具の更新について

　平成２６年度までに復興予算で7園更新されているが、残りの幼稚園に対しても早期に更新を

お願いします。

　　　　　③ 体育施設の開放について

　園庭の放射線量が国の基準を下回っても屋外で遊ぶことに健康への不安を感じる保護者が

多数いるため、体育施設の開放を継続して実施をお願いいたします。

　　　3、私立幼稚園運営費補助の拡充について

　　　　　　本市の未来を担う子どもの育成を図るためには、教諭の資質の向上、教職員の加配、教育環境

　　　　　の整備が重要です。今後も幼児教育の進展に大いに寄与したいと考えますので、更なる運営費補

　　　　　助について特段のご配慮をお願いします。

　　　４、幼稚園の保育料の無料化（幼児教育の無償化）について

　　　　　　少子化が進む中、子育ての最大の課題として経済的負担の軽減を求める意見が多数です。

　　　　　無料化が実現すれば保護者負担が軽減され少子化対策や幼児教育の充実につながります。

　　　　　郡山市において第一子保育料の無料化と軽減を実施されましたが、今後も拡充をお願いします。

　　　５、心身障がい児教育に対する助成の充実について

　　　　　　幼稚園における担当補助教員を加配できる制度や、各幼稚園を巡回できる保育課カウンセラー

　　　　　の配置ができるようお願いします。

　　　６、5歳児検診の実施について

　　　　　　3歳児検診後から就学時までの間、軽度発達障がい児などの早期発見の機会がないため、新た
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　　　　　に5歳児検診の制度を設けていただき、早期発見・早期支援を行うかとにより、就学に向けてのス

　　　　　ムーズな連携となるため配慮をお願いします。

　　　７、私立幼稚園協会幼児教育センター及び教員研修費の充実について

　　　　　　本市の幼児教育の一層の充実と、質の高い教育を提供するため各種の研修会を充実させ、実

　　　　　施していくことが急務となっておりますので、教員研修補助の充実をお願いします。

　　　８、郡山市私立幼稚園が市の施設を借用する場合の優先順位や減免措置への配慮について

          　幼稚園が使用する体育館等の予約を優先的に行っていただきますとともに、会場使用料につき

　　　　　ましても、減免が適用されるようご配慮願います。

　　　９、保育所と幼稚園の年齢のすみわけについて

　　　　　　待機児童解消のための方策といたしまして、保育所0～2歳．幼稚園は3～5歳というように、保育

　　　　　を主とする年齢層と教育を主とする年齢層をすみわけすることで、良質の保育．教育の提供を受け

　　　　　られるシステムを、郡山市独自で構築していただきます様お願いします。

　　☆　これまでの成果

　　　　　＊ 運営費補助金の推移

　22年度園児割補助単価　　　　 １３，８００園　（１，０００円アップ）

　25年度園児割補助単価　　　　 １5，８００園　（２，０００円アップ）

　　　　　＊ 施設整備関係

　郡山市親子ふれあい文庫補助金　　　

　郡山市私立幼稚園安全安心拠点化補助金（AED)

　原子力発電所事故による遊具等の更改

　市管轄の屋内運動施設利用可能になる。

　園庭．園舎周りの再除染

　　☆　今後の振興政策について

　　　私たちは、幼稚園や認定こども園といった教育の場を介して、日本の担いである子どもたちを幼児

　　期に、生活や遊びといった直接的・具体的な体験をとして、豊かな感性．好奇心．社会性．探究心を

　　　育くむことができるよう、常日頃から努力しているところです。

　　　　しかし、幼児教育を取り巻く環境は欧米諸国に比べ、教育費の問題や国の政策が充実しているとは

　　　言い難い現状にあります。

　　　　27年4月からは、国の肝いりである子ども・子育て支援新制度が始まりましたが、新制度に移行した

　　　全国の皆さんから、治自体の対応の可否や制度の問題点．不備が多く寄せられ、混乱の中、大変ご

　　　苦労されたことがうかがえます。

　　　　全日では幼児期から文部科学省での教育行政の確立が重要であることから、「幼児教育振興法」

　　　の制定に向け鋭意努力され、幼児教育にとって法制化されることの意義は絶大です。

7

55



　　　私たちもこの趣旨に沿って幼児教育の振興に向けて力を合わせていかなければなりません。

　　　　郡山市私立幼稚園協会では、幼児教育振興会（仮称）を今立ち上げようとしています。　

　　　これは、幼稚園．認定こども園が建学の精神に基づき特色ある教育活動が行えるよう、PTA連合会

　　　とともに幼児教育の充実、振興を図るため必要と考えて発足するものです。

　　　

振興会の目的（郡山市私立版）

　①　幼児教育の質の向上

　②　質の高い幼児教育の提供体制の確保

　③　幼児教育の段階的無償化の推進

　④　幼児教育の充実のための財政支援の充実

　⑤　子ども．子育て新制度の検証

以上の取り組目標を掲げ、10月中旬に立ち上げを行います。

　　☆　認可外．認可保育園．幼稚園．認定こども園の連携について

　　　　　この連携については同じ市町村内の子ども子育てについて、単一団体の考え方で行政と問題解

　　　決の折衝を行っている状況にありますが、子ども子育てに対する認識や思いは共通している部分が

　　　多くあると思います。

　　　　少子化に向かって、日頃から横の連携を密にして行いくことがその市町村に合った理想的な子育て

　　　や幼児教育を継続できる早道だと考えています。

　　　　三つの組織が特徴を尊重して行政に働きかけをしていくことが、これからの効果的な政策課題では

　　　ないかと思っています。

　　　　　若手後継者が中心となり、処遇改善に向けた取組みと提言を国にしていきます。

　　　　　これは郡山市（中核市）から小学校の教諭との給与格差が大きくなっている。

　　　　　将来、子ども達が国を担う人材として幼児教育からスタートしていくためには、情熱のある先生が

　　　幼児教育に携わってこれるよう給与に国庫補助をつけていただき、準公務員化をしていきたい。
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1 2 1 2
19,300 25,400 14,100 22,140
21,900 28,500 19,300 22,140
13,400 18,400 11,100 16,000
18,600 19,300 12,400 17,900
14,800 22,100 8,000 8,000
18,600 24,900 8,000 11,500
13,100 20,700 7,000
17,400 21,300 7,000
13,100 21,500 14,300
17,400 25,000 17,900
20,500 16,100 15,000
25,700 16,600 20,000
13,600 15,000
18,800 20,200
16,000 15,500 17,800
21,000 17,800 17,800
15,000 21,000 16,000 21,600
20,000 21,000 21,200 23,500
20,500 19,900 20,500 17,700
25,700 20,900 25,700 18,300
17,900 21,000 20,100
23,100 21,700 23,650
20,500 16,800 20,600
25,700 22,000 22,000
17,000 14,800
21,400 20,000
20,500 19,100
25,700 19,800
15,200
18,600
20,500
25,700
18,500 19,600
22,800 22,900
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22,300 21,600

2 4
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(
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7,100 20,000 20,300
4,000 4,000
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(
18,211 20,500 40,900 41,500
5,183

12,500 32,900 30,000
4,000 4,000

17,028 12,000 8,000 11,500
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105 19,000 33.000 201,215 46,226,250 55,656,930 9,430,680 2

135 19,000 33.000 193,750 58,421,250 64,311,030 5,889,780 2

165 19,000 33.000 186,250 70,166,250 73,728,270 3,562,020 3

195 19,000 33.000 178,750 81,461,250 81,636,360 175,110 3

225 19,000 33.000 172,750 92,643,750 89,352,900 3,290,850 3

255 19,000 33.000 168,250 103,848,750 97,012,200 6,836,550 3

285 19,000 33.000 163,750 114,783,750 109,458,810 5,324,940 4

315 19,000 33.000 159,250 125,448,750 112,364,280 13,084,470 4

345 19,000 33.000 154,750 135,843,750 123,065,640 12,778,110 4
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